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Ⅰ　特記事項

当研究所は，2002年12月に作成した「中期計

画」（21世紀における研究所の中期的な活動の

ガイドライン）に沿って活動を行ってきた。即

ち，①研究会活動，②専門図書館・文書館とし

ての活動，③『日本労働年鑑』の編纂・刊行，

④『大原社会問題研究所雑誌』の刊行，⑤Web

サイトを通じた専門図書館・文書館としての情

報発信と研究支援いう５つの分野の活動が基本

的な柱である。

また，当研究所を従来にも増して法政大学の

教員，大学院生，学生に広く開かれたものとし，

さらに，法政大学の名声を高めるように，国内

外の研究者との交流を行うように努力してい

る。

１　国際交流

研究所は，法政大学における国際的な交流の

窓口のひとつとして活動している。

2005年度も，ロシア，ドイツ，韓国，イギリ

スといった多くの外国の研究機関・研究者と国

際交流に積極的に取り組んだ。

① 国際シンポジウム「日本とロシア――戦争

の100年，平和の150年」（2005年12月17日）

市ヶ谷キャンパス・ボアソナード・タワー

26階スカイホールで開催。学術財団野村基金

（ロシアからの招待），法政大学（韓国からの

招待）の資金を活用。

パネリスト：ロシアナショナル図書館付属

プレハーノフ文書館長タチヤーナ・フィリモ

ーノヴァ氏，韓国・世宋大学人文学部助教授

ソク・ファヂョン氏，本研究所研究員梅田俊

英氏，本学講師坂本博氏，山梨学院大学教授
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コンスタンチン・サルキーソフ氏

質疑・討論者：東京大学名誉教授和田春樹

氏，和光大学教授ユ・ヒョヂョン氏

参加者は約90人で活発な議論がなされた。

なお，シンポジウムの翌日に，ロシアと韓

国のパネリストを本研究所に案内した。両者

は書庫の中にあるロシア語の文献・資料や，

戦前からある様々なコレクションに関心を示

し，研究所に大変興味をもった。その後，フ

ィリモーノヴァ氏から所長が，今年の12月に

開かれるプレハーノフ生誕150年のイベント

に招待された。

②　法政大学におけるドイツ年2005/2006

ドイツ連邦共和国労働社会省・展示会：未

来に向けて――画像と記録資料で綴るドイツ

社会福祉史（「法政大学におけるドイツ年

2005/2006」）に参加し，2006年３月１日―３

月28日に「世界を変えたドイツの知」（研究

所所蔵のドイツ関連貴重図書・資料展示会）

を行った。場所は，市ヶ谷キャンパス・ボア

ソナード・タワー14階博物館展示室。

オプションとして行った，伊集院立社会学

部教授による「ギャラリートーク」，研究所

が紹介されたテレビ番組のＤＶＤの上映コー

ナーも好評であった。

③　公開講演会

・Brendan Burchell氏（イギリス・ケンブリッ

ジ大学社会政治学部上級講師）「雇用不安と

雇用の柔軟性―EU諸国とアメリカの比較」

（2005年10月19日）

・林　榮一（イム・ヨンイル）氏（韓国・慶南

大学社会学部教授）「ＩＭＦ危機以降の韓国

の労働運動・労働政治」（2005年11月21日）

・呉　学殊（オウ・ハクスウ）氏（労働政策研

究・研修機構研究員）「日韓労使関の比較－

非正規労働者を中心にして」（2006年２月22

日）

④ 公開シンポジウムとしてのＩＬＯシンポジ

ウム（2005年10月３日）

1987年に開始して以来，第18回目。テーマ

は「若者：雇用の促進とディーセント・ワー

クへの道」。2003年からＩＬＯ駐日事務所と

共催。

２　日本労働運動資料集成

本研究所編『日本労働運動資料集成』第１巻，

第３巻，第４巻（旬報社，2005年12月）が刊行

された。研究所が所蔵する膨大かつ貴重な史・

資料を体系的に集大成して，戦後60年の日本労

働運動の生成，展開，変遷過程を跡づけたもの

である。この資料集成を作成するために，2003

年秋に戦後労働運動研究会をスタートさせ，２

年間余りを費やして第１回目の配本を実現し

た。今後も１年間余り研究会を継続し，2007年

５月に第５回配本を行い，13巻＋別巻，全14巻

を刊行する。

３　研究・調査活動

①共同研究プロジェクト

今年度新しく発足した共同研究プロジェクト

が特筆できる。

2003年度に開始した学内公募よる共同研究プ

ロジェクトには，2005年度新たに次の２つが採

択され，それぞれ活動を開始した。

・「労務供給の多様化研究会」（代表者：浜村

彰，会員約20人）

企業のアウトソーシングの拡大により，請

負・業務委託会社等で働く労働者が増えている

が，本研究会は，こうした労務供給の多様化の

実態を踏まえた上で，その適正な規制をはかる

ための立法政策的・法解釈論的検討と提言を行

うことを目的としている。

・「遺伝子検査・診断による差別とその防止：

―雇用・保険加入・就学・婚姻と離婚におけ
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る憲法・民法上の権利を中心として―」（代

表者：和田幹彦，会員５人）

21世紀には，20世紀にはなかった個人遺伝子

情報が産出される。こうした遺伝子情報の「利

用」の中で懸念を呼ぶのは，医療分野を超えた，

遺伝子検査・診断により産出される個人遺伝子

情報による差別である。本研究では，とくに雇

用・保険加入・就学・婚姻と離婚における憲

法・民法上の権利を中心として，現存するのみ

ならず今後新たに出現する可能性のある差別を

予測・分析し，その防止策を具体的に検討し

た。

②　研究所叢書

研究会の成果としての出版活動として，研究

所叢書『労働組合の組織拡大戦略』（御茶の水

書房）を鈴木玲研究所助教授，早川征一郎教授

を中心に2006年３月に刊行した。

③　ワーキング・ペーパー

研究会活動の成果は，ワーキング・ペーパー

としても刊行された。

・No.22「日本におけるジャーナリスト職能組

織（ユニオン）形成の展望と課題」プロジェ

クト（略称「ジャーナリストユニオン研究会」）

『戦後ジャーナリスト職能運動の原点』（2005

年９月）

・No.23「加齢過程における福祉研究会」『高齢

者の在宅ケア―　一歩を進めるために――高

齢者の住まいとケア――』（2005年10月）

・No.24「労働政策研究会」『労働政策と経営者

団体』（2005年10月）

４　インターネットを通じた情報公開と

研究支援

大原社会問題研究所は，Ｗebサイトを通じた

情報発信と研究支援を重視している｡研究会や

イベントの案内，『大原社会問題研究所雑誌』

のコンテンツを定期的に発信している｡

2005年度に新たにWebで公開したコンテンツ

としては，「社会・労働運動大年表データベー

ス」が特筆される。研究所が1995年に労働旬報

社（現旬報社）より刊行した『新版社会・労働

運動大年表』及び最近の『日本労働年鑑』に基

づいた大規模なデータベースで，1858年から

2002年までの日本の社会運動，労働運動及び社

会情勢について39,403件のデータが検索可能

で，約１千項目の解説にもリンクしている。

Webサイトのトップページの閲覧件数者は，

1996年12月に公開してから2006年２月はじめ

に，65万件を突破した。

５　開かれた研究所に向けての情報公開

【『日本労働年鑑』の編纂・刊行】

編集作業は順調に進み､予定期日より早く刊

行した｡特集を2本に増やすなど，内容の改善・

充実に努めた｡

なお，『日本労働年鑑』第75集刊行を記念し

て祝賀会を開催し，40年間編集・刊行作業を担

当していただいた旬報社（旧労働旬報社）の元

社員の佐方信一氏に感謝状と記念品を贈呈し

た。

【月刊誌『大原社会問題研究所雑誌』の発行】

社会・労働問題研究者に一層開かれた雑誌と

するべく，投稿の呼びかけや投稿採択論文の掲

載および特集企画を行った。2001年度に投稿原

稿に対する公式レフリー制度を導入したが，

2005年度の投稿原稿は24本で，そのうち採択さ

れたのは14本となって，採択率が半数を上回り，

高い水準の投稿が目立った。

６　社会貢献

大原孫三郎の番組への協力

ＮＨＫ岡山放送局の｢わが財を世のために捧

ぐ～倉敷　大原孫三郎の情熱～｣（2005年８月

26日放送）に関する取材に元所長・二村一夫氏，
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若杉主任等が協力した｡

７　収入面での成果

2005年度は，これまでに引き続いて文部科学

省科学研究費として「労働問題文献データベー

ス」の構築が採択された。また，経常経費の事

業収入は，2005年度も順調に推移している。中

でも『協調会史料　日本社会労働運動資料集成

（マイクロ）』（約127万円）の印税収入が特筆さ

れる。

８　集密書架の設置

2005年度から５ヵ年計画で予算が基本的に認

められ2006年１月に地下集密書架の増設工事を

行い，448棚（403m，約１万８千冊収容）の増

となった。今後４年計画で地下書庫の固定書架

を全面電動集密書架に変えていく予定である。

９　リサーチ・アシスタントの就任

中村広伸兼任研究員が2005年７月に退職し，

11月より永田瞬氏（一橋大学大学院博士課程在

籍中）が兼任研究員（リサーチ・アシスタン

ト＝ＲＡ）に就任した。

担当理事は「2005年度から理事会の方針とし

て大学院在籍者はリサーチ・アシスタント＝Ｒ

Ａとして採用するように変更したので永田氏を

兼任研究員でなく，ＲＡとして認める」という

方針を提示した。所長は担当理事に対して「こ

れまでも大学院在籍者を兼任研究員として採用

してきたこと，今年度の大学方針は，法政大学

の大学院の在籍者に関するものであり，他大学

の大学院在籍者には適用されないこと」などの

理由で，永田氏を兼任研究員として認めるよう

に要請した。しかし，担当理事はその方針を変

更できないと伝えてきた。運営委員会は，ＲＡ

と兼任研究員の処遇にほとんど違いがないこ

と，研究所の内部では，ＲＡと兼任研究員を同

等に扱うことを確認し，研究所業務に空白を作

らないように，この理事会方針を受け入れた。

終わりに

2005年度の事業をふりかえって，上記した個

別の事項以外に研究所やそのスタッフの社会貢

献について付け加えておく。研究所のスタッフ

は関連学会や研究団体で重要な役割を果たして

おり，海外のワークショップへの参加，シンポ

ジウムへの参加といった研究会活動や講演活動

にも従事した。また，テレビやラジオ，新聞・

雑誌などのマスコミからの取材協力や各種の展

示会等への特別貸出等を行った。そして，この

ような社会貢献を通して日本や海外における法

政大学や本研究所の社会的認知度の向上に務め

た。

また，上記した個別の項目以外のことで研究

所が取り組むべき課題は，①出来るだけ早い時

期に研究所独自の第三者評価委員会を設置し

て，研究所に関する外部の評価を踏まえて研究

所の在り方を改めて明らかにすること，②大学

院生など若手研究者に対する研究指導や研究支

援のあり方を再検討すること，である。

Ⅱ　諸　活　動

１　研究活動

今年度は，現代労使関係・労働組合研究会，

協調会研究会，戦後社会運動史研究会，加齢過

程における福祉研究会，労働政策研究会，戦後

労働運動史研究会などが活動した。また４つの

共同研究プロジェクトが活動し，定着したとい

える。それぞれの活動内容については，“Ⅱ-5

（8）”以下を参照されたい。このほか主として

研究所研究員が報告者となっている公開の月例

研究会を開いた。
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２　『大原社会問題研究所雑誌』

プロジェクト研究の成果や研究員の研究活動

の成果を発表できる月刊誌『大原社会問題研究

所雑誌』を発行していることは，当研究所の大

きな強みである。その際，とくに留意している

点は，雑誌を研究所の単なる紀要の枠にとどめ

ず，社会・労働問題研究に関する学術的な専門

誌とすることで，社会・労働問題研究者など広

く一般に誌面を提供することである。

本年度は，第557号から第568号まで全11冊を

発行した。そのうち，特集として，「戦前期大

原社会問題研究所の国際交流」，「英国の社会福

祉改革の動向と到達点」(1)～(2)，「社会的労働

運動の概念と現状」，「社会的労働運動の歴史と

現状」(1)～(2)，「感情労働論－スキルとしての

感情管理」(1)～(2)，「第17回国際労働問題シン

ポジウム」など９回の特集号を発行した。掲載

した論文は37本，公開講演記録２本，史料紹介

１本，書評・紹介・読書ノートが31本，そのほ

か研究会報告７本などを掲載した。また，研究

所の文献データベース作成に基づく「社会・労

働関係文献月録」を毎号掲載し，利用者の便宜

を図っている。

2001年度に投稿原稿に対する公式レフリー制

度を導入したが，2005年度の投稿原稿は24本で，

そのうち採択されたのは14本となって，採択率

が半数を上回り，高い水準の投稿が目立った。

３　『日本労働年鑑』

研究所創立の翌年から，戦中・戦後の10年間

の中断をのぞいて，継続して発行されてきた

『日本労働年鑑』は，2005年度，第75集を刊行

した。内容は，2004年１月から12月までの日本

の労働運動・労働問題の動向を記録している。

構成は1987年以来，序章と特集を別にして，①

労働経済と労働者生活，②経営労務と労使関係，

③労働組合の組織と運動，④労働組合と政治・

社会運動，⑤労働・社会政策の５部構成になっ

ている。冒頭の序章は，2004年１年間の「政

治・経済の動向と労働問題の焦点」について，

コンパクトにまとめたものである。「特集」は，

労働問題や労働運動に関する中長期的な動向や

特に関心を呼んだトピックなどを取り上げてい

るが，第75集からは１本増やして「プロ野球選

手会のストライキ」と「介護保険制度の現状と

改革課題」の２本とした。前者は，球界再編問

題を契機に実施されたプロ野球史上初のストラ

イキを取り上げ，労働組合としてのプロ野球選

手会が誕生して以降の労使関係と争点，交渉機

構の機能と問題点，ストに至った経緯とその意

義を明らかにしている。後者は，05年に予定さ

れている介護保険制度の見直しを視野に，介護

保険制度とその制度的課題についてドイツの制

度と比較しながら概観し，見直し作業の内容や

今後の検討課題について明らかにしている。

４　刊行物

① 『大原社会問題研究所雑誌』№557～568

（2005年４月号～2006年３月号）各号1,000

円（税込），№562/563は合併号で2,000円

（税込）

② 『日本労働年鑑』第75集 旬報社 2005年

６月 A5版 445頁 15,750円（税込）

③ 大原社会問題研究所叢書『労働組合の組

織拡大戦略』鈴木玲・早川征一郎編著　御

茶の水書房　2006年３月　A5版　309頁

4,200円（＋税）

④ 『日本労働運動資料集成　１，３，４巻』

2005年12月　B5版　88,200円（税込）

⑤ 『協調会史料　都市・農村生活調査資料

集成Ⅱ』全12巻　2005年７月　A 5版

262,500円（税込）

⑥ 『戦後ジャーナリスト職能運動の原点』

ワーキングペーパー№22 2005年９月
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A4版　96頁

⑦ 『高齢者の在宅ケア－一歩を進めるため

に－高齢者の住まいとケア（加齢過程にお

ける福祉研究会記録その10）』 ワーキン

グペーパー№23 2005年10月　A4版　320

頁　

⑧ 『労働政策と経営者団体』 ワーキング

ペーパー№24 2005年10月　A4版　201頁　

⑨ 『大原社会問題研究所五十年史』（オン

デマンド版）2006年２月　メタ・ブレーン

B5版216頁　2,500円（＋税） ＊（株）レ

ビュージャパンがオンデマンド出版から撤

退したためあらたに（株）メタブレーンと

契約

５　会合と研究会活動　

a 研究員総会 2006年２月22日

嘱託研究員を含む各研究員の総会を例年の

ように開催し，事業の概要等を説明し，参加

者から研究所の活動等についての意見をいた

だいた。

s 運営委員会　2005年４月20日，５月18日，

６月15日，７月20日，９月21日，10月19日，

11月16日，12月21日，2006年１月18日，２月

22日，３月15日

d 事務会議　2005年４月26日，５月31日，６

月21日，７月5日，７月26日，９月20日，10

月４日，10月25日，11月８日，11月29日，12

月20日，20 0 6年１月24日，２月21日，

３月28日

f 専任・兼任研究員合同会議　　原則として

月１回開催した。

g シンポジウム

10月３日　第18回国際労働問題シンポジウ

ム｢若者：雇用の促進とディーセント・ワー

クへの道」 パネリスト：堀内光子（ＩＬＯ

駐日代表）田中歩（厚生労働省職業能力開発

局能力開発課課長補佐），湯本健一（日本労

働組合総連合会国際局部長），平田充（日本

経済団体連合会労働政策本部），上西充子

（法政大学キャリアデザイン学部助教授），司

会：五十嵐仁（大原社会問題研究所教授）

＊肩書きは2005年６月現在　参加者約70人

12月17日　「日本とロシア－戦争の100年，

平和の150年」 報告者：タチヤーナ・フィ

リモーノヴァ（ロシアナショナル図書館付属

プレハーノフ文書館長）ソク・ファヂョン

（韓国・世宋大学人文学部助教授）梅田俊英

（法政大学大原社会問題研究所研究員）坂本

博（法政大学講師）コンスタンチン・サルキ

ーソフ（山梨学院大学教授），討論者：和田

春樹（東京大学名誉教授）ユ・ヒョヂョン

（和光大学教授），司会：五十嵐仁（大原社会

問題研究所教授）

＊肩書きは2005年12月現在　参加者約90人（厚

生労働省職業安定局外国人雇用対策課課長h

月例研究会

４月27日　永瀬　順弘「2004年度学外研修

（法政大学大原社会問題研究所及

び英国ウォーリック大学）を終え

て」

５月25日　相田　利雄「韓国金属産業におけ

る産業別組合の現状」

６月29日　橋本美由紀「無償労働の貨幣評

価－経過と現状」

７月27日　高橋彦博・梅田俊英「協調会研究

の現状」

９月28日　早川征一郎「連合と全労連の組織

拡大政策とその達成度」

11月30日　松尾　純子「米田佐代子著『平塚

らいてう』の批判的検討」

１月25日　五十嵐　仁「『活憲』論研究序説」

３月15日　山本　補將「地方自治体による先

進的高齢者福祉の達成と挫折－秋
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田県鷹巣町の事例」

j 講演会

２月22日　呉　学殊(労働政策研究・研修機

構研究員）

「日韓労使関係の比較－非正規労

働者を中心にして」（研究員総会記

念講演）

k 現代労使関係・労働組合研究会（近年の労

使関係や労働運動の変化と実態について実

証研究を目的として，2000年度に発足。代表

者　鈴木　玲，会員20人。）2005年度は，

これまでの労働組合役員のヒアリングや文献

調査をもとに，労働組合の組織化について

の論文集作成の執筆，本刊行のための編集作

業を行った。2006年３月に『労働組合の組

織拡大戦略』（大原社会問題研究所叢書，御

茶の水書房）が刊行された。

第26回研究会　５月14日　執筆要綱の検討，

アウトラインの検討

第27回研究会　７月30日　執筆要綱と各担当

部分の割当枚数の確認。アウ

トライン・ドラフトの検討。

l 協調会研究会（研究所が管理する協調会文

庫について，その資料を分析・研究し，世に

問う研究会で復刻なども目指す。代表者　梅

田俊英，会員３人）

５月６日　研究会

５月10日　研究会

７月10日　『協調会史料　都市・農村生活調

査資料集成Ⅱ』（全12巻）刊行

10月14日　研究会

２月17日　研究会

¡0 戦後社会運動史研究会（占領期の政治・社

会・労働運動についての資料収集・整理，復

刻　及び聞き取りによる調査研究を目的に

2002年度に再編。代表者　五十嵐仁，会員８

人）

①研究会

５月21日　犬丸義一「小熊英二著『〈民主〉

と〈愛国〉』を読んで」

10月24日　増島宏「戦後革新運動とは何だっ

たのか」

12月19日　犬丸義一「兵本達吉著『日本共産

党の戦後秘史』批判」」

３月６日　横関至「『戦後初期農民運動史論』

についての構想」

②その他

３月４日～６日　吉田健二　浜田市立図書館

で占領期の地方新興紙に関

する調査

¡1 加齢過程における福祉研究会

４月23日　報告者　宮城　孝（法政大学現代

福祉学部教授）

テーマ　小地域を基盤としたＮＰ

Ｏ組織化の意義と課題―

―福祉コミュニティ

構築の視点から―

５月28日　報告者　池尻　成二（労働者住民

医療機関連絡会議幹事，

練馬区区会議員）

テーマ　介護保険の見直しのポイ

ントとその問題点

６月18日　報告者　川名　佐貴子（シルバー

新報編集長）

テーマ　介護保険改正――地域で

の展開と課題などをめぐ

って

７月２日　報告者　岡　浩一朗（東京都老人

総合研究所　介護予防緊

急対策室主任）

テーマ　おたっしゃ21健診の開

発，実施の経験から介護

予防を考える

９月10日　報告者　香山　芳子（多摩市高齢
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障害介護課　支援センタ

ー係長）

テーマ　国の介護予防モデル事業

の経験とそこから考えら

れること

10月22日　報告者　阿部　晃一（世田谷区在

宅サービス部在宅サービ

ス課長）

テーマ　ナイトケアパトロールの

事業の経験から

11月19日　報告者　寺田　勇人（千代田区保

健福祉部健康推進課長）

テーマ　介護予防モデル地区の経

験とそこから考えられる

こと

12月10日　報告者　須貝　佑一　（浴風会病

院診療部長，認知症介護

研究･研修東京センター

副所長）

テーマ　科学的根拠に基づいたア

ルツハイマー病の予防に

ついて

１月21日　報告者　瀬川　浩之（東京都福祉

保健局高齢社会対策部計

画課計画担当係長）

テーマ　東京都第三次介護保険事

業支援計画について――

計画過程で問題となっ

たこと，計画の特徴，課

題と解決策

２月４日　報告者　坂本　晃一（中野区保健

福祉部介護保険担当）

テーマ　中野区における介護保険

事業計画中間まとめ等と

めぐって

３月25日　報告者　倉田　二朗　（町田市健

康福祉部高齢者福祉課

介護保険担当課長）

テーマ　町田市における介護保険

事業計画等をめぐって

¡2 労働政策研究会（責任者：相田利雄）

2002年度に発足した労働政策研究会は，労働

政策の形成過程の解明を重点の一つにおきつ

つ，政策形成関係者などからの聞き取りや文書

資料研究を行い，労働政策研究を前に進めよう

として発足した研究会である。

１月24日　堀内光子（ILO駐日事務所代表）

「国際労働基準から見た日本の労

働政策」

10月に『労働政策と経営者団体』（研究所

ワーキング・ペーパーNo.24）を刊行した。

¡3 戦後労働運動研究会（戦後60年になる労働

運動史を，その時々の基本項目を選び，その

項目に沿って基本資料を収録し，体系的な資

料集編纂をつうじて戦後労働運動史の総括に

資する目的で2003年６月11日に発足，代表者

早川征一郎，会員９人）

４月26日　第20回研究会　鈴木玲，吉田健二

「各担当年の収録資料について」

早川征一郎「日誌のサンプルにつ

いて(1)」

４月27日　第21回研究会　芹沢寿良，川崎忠

文「各担当年の収録資料につい

て」

５月18日　第22回研究会　早川征一郎「日誌

のサンプルについて（2)」

川崎忠文「各担当年の収録資料に

ついて」

５月25日　第23回研究会　鈴木玲，芹沢寿良，

五十嵐仁「各担当年の収録資料に

ついて」

６月８日　第24回研究会　旬報社「第１回配

本のための当面のスケジュールに

ついて」
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吉田健二，五十嵐仁「各担当年の

収録資料について」

６月22日　第25回研究会　早川征一郎「第３

巻の解説サンプルについて」

鈴木玲，芹沢寿良「各担当年の収

録資料について」

７月13日　第26回研究会　吉田健二，川崎忠

文，五十嵐仁「各担当年の収録資

料について」

７月27日　第27回研究会　早川征一郎・旬報

社「今後の脱稿と刊行スケジュー

ル案について」

芹沢寿良，川崎忠文「各担当年の

収録資料について」

８月10日　第28回研究会　鈴木玲，早川征一

郎，五十嵐仁「各担当年の収録資

料について」

８月31日　第29回研究会　鈴木玲，早川征一

郎，川崎忠文「担当年の収録資料

について」

９月14日　第30回研究会　鈴木玲，川崎忠文，

五十嵐仁「各担当年の収録資料に

ついて」

９月28日　第31回研究会　早川征一郎，鈴木

玲 「 担 当 の 解 説 に つ い て 」

川崎忠文「担当年の収録資料につ

いて」

10月12日　第32回研究会　早川征一郎「はし

がき，凡例について」

川崎忠文，五十嵐仁「各担当年の

収録資料について」

11月２日　第33回研究会　川崎忠文，五十嵐

仁「各担当年の収録資料につい

て」

11月30日　第34回研究会　早川征一郎，五十

嵐仁「各担当年の収録資料につい

て」

12月14日　第35回研究会　早川征一郎「第１

回配本を終えての反省と問題提

起」

早川征一郎・旬報社「第２回配本

以降の各巻のページ数について」

１月11日　第36回研究会　鈴木玲，早川征一

郎「各担当年の収録資料につい

て」

１月25日　第37回研究会　鈴木玲，早川征一

郎「各担当年の収録資料につい

て」

２月８日　第38回研究会　鈴木玲，早川征一

郎「各担当年の収録資料につい

て」

２月23日　第39回研究会　芹沢寿良，五十嵐

仁「各担当年の収録資料につい

て」

¡4 共同研究プロジェクト

①「ジャーナリスト・ユニオン研究会」（日本

におけるジャーナリスト職能団体形成への

基礎的研究として，その性格，機能，労働組

合との関係などを歴史的経験，国際的動向

のもとに検証し，あわせて関連資料の収集を

果たすことを目的に2003年９月に発足。代表

者：須藤春夫，会員13名）

ａ）研究会の開催

５月16日　宮前忠夫氏（労働問題総合研究所

会員）

「ドイツにおけるジャーナリスト

の組織化-現状と特徴」

７月11日　李洪千氏（慶應義塾大学政策・メ

ディア研究科）

「韓国言論労組の現状と課題－ジ

ャーナリスト職能運動とのかかわ

りで」

10月20日　山田健太氏（日本新聞協会）

「Media Alliance（オーストラリ
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ア）の現状」

b)ワーキング・ペーパーの作成

2005年９月にワーキング・ペーパーNo.22

『戦後ジャーナリスト職能運動の原点』を作

成した。内容は，丸山重威「『新聞を国民の

ものにする運動』をめぐる論争と新聞研究

活動」（関東学院大学法学部教授），松田浩

「放研（放送研究集会）活動と視聴者運

動」（元立命館大学教授），橋本進「終戦直後，

占領期の出版事情と出版労働運動―横浜

事件，占領軍検閲，レッド・パージ―」（元

「中央公論」編集次長）の各報告および質

疑応答，資料などを所収した。

②「ITが雇用に及ぼす影響研究会」（ITが雇

用に与える影響を，職種構成の変化，新た

に登場した職種の内容などの観点から研究

することを目的として2004年度から発足。

代表者：上林千恵子，会員５人）

６月４日　平林早苗氏（外資系化粧品メーカ

ー･コールセンター部トレーニ

ン＆QAマネージャー）

「IT化にともなうコールセンター

業務の変容と，求められる感情労

働のスキル」

③「労務供給の多様化研究会」（企業のアウ

トソーシングの拡大により，請負・業務委

託会社等で働く労働者が増えているが，本

研究会は，こうした労務供給の多様化の実

態を踏まえた上で，その適正な規制をはか

るための立法政策的・法解釈論的検討と提

言を行うことを目的として2005年１月に発

足。代表者　浜村彰，会員約20名）

６月９日　鎌田耕一氏（東洋大学）「労働市

場法制の最近の動向と労務サービ

ス契約の検討」

８月４日　村山正栄氏（日本赤十字労働組合

書記長）

「医療現場の状況と労働組合の取

り組み」

10月20日　小畑精武氏（自治労･公共サービ

ス民間労組評議会）

「自治体・民間委託化の現状と労

働組合」

12月15日　小山正樹氏（ＪＡＭ副委員長）

「製造現場の変容と労働組合の課

題」

④「遺伝子検査・診断による差別とその防

止：―雇用・保険加入・就学・婚姻と離婚

における憲法・民法上の権利を中心として

―」（代表者：和田幹彦，会員５人）

研究期間：2005年度（２年間のうち１年

目）

21世紀には，20世紀にはなかった個人遺伝

子情報が産出される。ことにこうした遺伝子

情報の「利用」の中で懸念を呼ぶのは，医療

分野を超えた，遺伝子検査・診断により産出

される個人遺伝子情報による差別である。本

研究では，とくに雇用・保険加入・就学・婚

姻と離婚における憲法・民法上の権利を中心

として，現存するのみならず今後新たに出現

する可能性のある差別を予測・分析し，その

防止策を具体的に検討した。

具体的には：

１）雇用：雇用の際も事前に，雇用期間中に

も定期的な健康診断が義務づけられている

ことが多い。（３の就学も同様。）ここに，

雇用者のみならず，『被雇用者にも自己健

康管理上有利であるから』との言辞のもと

に，雇用者により，遺伝子検査・診断が導

入されることは技術的には既に可能であ

る。日本においてこうしたデータによる差

別を防ぐためにはどうしたらよいか。

２）保険加入：民営とはいえ医療保険ではカ

バーされていない疾病による入院・通院を
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含む医療の保険商品は，実質的に国民と日

本における生活者の１人１人の生活保障の

支柱となりつつある。生命保険においても，

実際は疾病者の生活資金との様相を呈して

いるのであるから，その「公共性」が広く

論じられ，不当な差別は防止せねばならな

い。

３）就学：日本では，公立学校でも，そして

私立学校でも，就学の際も，就学期間中に

も定期的な健康診断が義務づけられてい

る。１の雇用も同様だが，ここでは義務教

育，公立学校が舞台となるので，問題はよ

り深刻である。

４）婚姻と離婚：婚約者同士が健康診断書を

交わしてから婚姻する，というのは日本の

多くの事例でもみられるところである。多

国の例では，例えば，米国カリフォルニア

州では，婚姻前の相互の血液検査が長年に

わたり義務づけられてきた。その結果を基

に婚約解消する，という場合，損害賠償を

負う義務はあるのか。

研究実績：

ふた月に一度ほど，研究会をもち，各メン

バーの専門領域から，上記の１－４の諸問題

について，事前に検討した成果を発表し，メ

ンバー同士で批判的に議論した。特に以下の

３点について集中的に議論を行った：

Ａ）憲法13条前段の「個人の尊重」の趣旨に

ついての憲法学的考察（発表者・神里）

Ｂ）憲法・及び特に教育法の観点からの，就

学・教育を受ける権利の考察（同・村

元）

Ｃ）遺伝カウンセラーの立場からの，さらな

る問題の指摘，及び関連する問題とし

て：

医療における情報の取り扱いの認識につ

いいて（同・田村）

６　図書・資料の収集・整理・閲覧

図書・逐次刊行物の収集状況，年度末現在

の総数は下記の通りである。

今年度も，隅谷優子氏，大村泉氏，電産神

奈川八・二六会をはじめ，多くの方々，機関

から，図書・資料を寄贈していただいた。今

年度の特記事項は下記のとおりである。

①３月１～28日，法政大学博物館展示室（市

ヶ谷キャンパス）において「世界を変えた

ドイツの知－大原社会問題研究所蔵ドイツ

関連貴重図書・資料展示会」を開催した。

この企画は「法政におけるドイツ2005/06」

の一環として市ヶ谷キャンパスで行われた

ドイツ連邦共和国労働社会省主催の「ドイ

ツ社会保障史展示」に協賛して行ったもの

である。会期中200人を超える方が来場さ

れた。会期中にオプションとして行った，

伊集院立社会学部教授による「ギャラリー

トーク」，研究所が紹介されたテレビ番組

のＤＶＤの上映コーナーも好評であった。

②１月に地下書庫の増設工事を行い，448棚

（403m，約１万８千冊収容）の増となった。

今後４年計画で地下書庫の固定書架を全面

電動集密書架に変えていく予定である。

③今年度初めて教員対象にガイダンスを行

い，３名の教員を案内した。次年度以降も

引き続き継続していく予定である。

④大阪人権博物館所蔵の杉山元治郎文庫のマ

イクロ化を同館と共同で行い，図録目録42

冊，ＣＤ４枚を受け入れた。

⑤村田文庫洋書（欧文図書）1,234冊を整理

し，あらたに洋書データベースに統合し

た。

⑥戦前・戦後資料類の整理をすすめており，

今年度は「下坂正英資料インデックス」を

新たに公開した。

⑦「研究所所蔵資料を展示・公開している施
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設」を新たにoisr.orgに公開した。これは

研究所の許可を得て研究所所蔵資料を調査

研究や展示の目的のため公開している施設

を一覧するものである。

⑧重複等による不要図書をリユース実施（12

月）

⑨資料保存問題について関係者で協議し，当

面の対策と今後方向性について議論し，一

定の成案を得た。

⑩設備関係では，印刷機RICOH,Satelio，紙

折り機を新たに購入した。

a 2005年度中受入れ図書・逐次刊行物の内訳

および年度末蔵書総数

図書（冊） 和　書 洋　書 計

購入 817 218 1,035

受贈 637 1,310 1,947

計 1,454 1,528 2,982

総数 113,871 48,169 162,040

雑誌（冊） 日本語雑誌 外国語雑誌 計

購入 49 62 111

受贈 1,300 74 1,374

計 1,349 136 1,485

総数 7,294 984 8,278

新聞（種） 日本語新聞 外国語新聞 計

購入 7 1 8

受贈 194 1 195

計 201 2 203

総数 1,754 215 1,968

s コレクション等の受贈・移管

2005年

４月　隅谷優子氏（故隅谷三喜男氏夫人）よ

り労働問題関係図書資料（段ボール９

箱）受贈

５月　大村泉氏（東北大学教授）より

“ Die Japanishe Literature ueber

Marx,Engels und Marxismus von 1919

bis Ende 1927”(Takeo Naito)，及び

関連書簡（いずれも）複製受贈

５月　電産神奈川八・二六会よりレッドパー

ジ争議関連資料（段ボール１箱）受贈

７月　河辺育三氏より占領期の国労，社会党，

愛労評資料（段ボール１箱）受贈

11月　宮野稜生氏（世田谷区在住）より鈴木

茂三郎旧蔵社会党関係資料（段ボール

３箱）受贈

11月　重複等による不要図書をリユース（労

働資料協，研究員）

2006年

２月　竹田誠氏より労働運動関係図書資料

（段ボール３箱）受贈

３月　放送スタッフユニオン岡山より山陽放

送争議資料（段ボール８箱）受贈

d 来館サービス（開館日数　275日）

①閲覧者数 400人（学外者252人）

②館外貸出冊数 497冊

③複写サービス 266件　20,499枚

（学内　167件，15,985枚　学外　99件，4,514枚）

f 非来館サービス

①複写サービス 121件　14,509枚

②学内相互協力（図書館，研究所等）利用

65件　158冊

③図書館等への相互協力による特別貸出し

10件　15点

g 所蔵資料の刊行物・ホームページ等への提

供

塩見鮮一郎『部落史あれこれ』，総務庁広

報誌，教科書など

47件　119点

g テレビ番組等マスコミへの提供　４件11点
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８月　NHK岡山放送局「我が財を世のため

に捧ぐ」

３月　東海テレビ「偽りの花園」

３月　NHK学校放送デジタルライブラリー

「社会科番組クリップ」

３月　中京テレビ「河合サテライト講座」

j 展示会等への特別貸出　　　　11件　72点

４月　憲政記念館「明示の外交と議会政治特

別展－日露講和百年」

６月　鳥取市歴史博物館「鳥取発大正・昭和

を翔け抜けたひとびと」

８月　日本国民救援会山梨県本部「2005日本

を守る戦争展」

10月　新潟県立近代美術館「昭和の美術－

1945年まで＜目的芸術＞の軌跡」

10月　一橋大学附属図書館「オウエンから一

橋へ－消費組合の成立と展開」

10月　金沢大学９条の会「大学際での展示」

11月　立命館大学図書館「立命館大学図書館

開設100周年－白川静と立命館」

11月　大阪人権博物館「総合展示『在日コリ

アンコーナー』」

11月　在日コリアン歴史資料館「解放前の暮

らし」

１月　水平社博物館「常設展示　福岡連隊差

別糾弾闘争のコーナー」

３月　国立国会図書館「電子展示－史料にみ

る日本の近代」

k 利用教育・ガイダンス

①教員ガイダンス ３件　３人

②授業との連携・協力 ２件　46人

５月　法政大学図書館司書課程　40人

11月　法政大学大学院「日本近代史特殊研

究Ⅰ」6人

l 見学来所　11件 66人

主な見学者

９月　町田市中学校職場体験学習　５

人

10月　首都圏父母懇参加者　42人

３月　明治学院大学図書館職員　５人

＊海外からの訪問者は８（１）に別掲

¡0 資料の保存・劣化対策

所蔵資料の保存・劣化対策を利用との調整を

図りながらすすめている。

①関係者打ち合わせ

研究員総会の議論をふまえ，関係者で現

状の認識と今後の方向性について議論し，

通常業務の中で可能なこと（コピー作成な

ど），予算・人員措置を伴うこと（脱酸処

理，復刻など）を個々の資料に即して実施

していくことを確認した。

②脱酸処理

片山潜自筆の原稿「在露三年」を専門業

者に依頼し，脱酸処理した。

③媒体返還

劣化の激しい紙資料，とりわけ占領期の

産別会議資料についてコピー作成をすすめ

ている。

④容器入れ

劣化した資料や媒体変化を終えた資料

は，光や熱から守るために順次容器に入れ

ている。

¡1 広報活動

ライブラリー・アーカイブの活動について

は，インターネットを活用し，あるいは，学内

外の広報誌・刊行物などへの掲載，資料展示コ

ーナーの運営など，機会をとらえて積極的に行

っている。また，見学の希望はひろく受け入れ

ている。

７　インターネットによる情報の提供

（ホームページ，データベースなど）

a コンテンツの拡充

1996年度より開設している研究所のWebサイ
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ト「OISR.ORG」は年々新たな拡張を続け，名

実ともに研究所の顔となっている。サイト開設

以来のトップページへのアクセスは約65万件を

超えた。

2005年度に新たにWebで公開したコンテンツ

としては，「社会・労働運動大年表データベー

スが特筆される。研究所が1995年に労働旬報社

（現旬報社）より刊行した『新版社会・労働運

動大年表』，及び最近の『日本労働年鑑』に基

づいた大規模なデータベースで，1858年から

2002年までの日本の社会運動，労働運動及び社

会情勢について39,403件のデータが検索可能

で，約１千項目の解説にもリンクしている。

一次資料のインデックスは，「下坂正英資料

インデックス」を新たに公開したほか，「レッ

ドパージ等関係資料」，書簡データベースなど

も追加更新をした。

その他，「大原社会問題研究所所蔵資料を展

示・公開している施設」の新規公開，『大原社

会問題研究所雑誌』の全文，『日本労働年鑑』

過去刊行分の全文公開を継続して行っている。

また，『大学図書館研究』75号（2005年12月）

に若杉隆志が「デジタル・アーカイブの経験か

ら－法政大学大原社会問題研究所の場合」を執

筆した。

画像資料公開の追加に関わる入力などの主だ

った作業には，有限会社リブロ電子工房の協力

を得ている。

s 社会・労働問題文献データベース

1988年より運用している社会・労働関係文献

データベースは，定期的にデータの追加を行っ

ている。今年度のデータ追加件数は，論文

3,194件，和書1,448件，洋書1,606件であり，検

索可能な総データ数は，論文185,976件，和書

115,075件，洋書48,169件に達した。

なお，このデータベースの構築には日本学術

振興会より科学研究費補助金の「研究成果公開

促進費（データベース）」の補助を受けており，

本年度の補助金額は370万円であった。

８　対外活動等

研究所は，法政大学における国際的な交流の

窓口のひとつとして今年度も活発に活動した。

また，国内においても他の労働問題研究機関，

大学の付置研究所，図書館，文書館などとの交

流に力を入れている。本年度の対外活動等は以

下のとおりである。

a 海外交流

①客員研究員の受け入れ

ジェームス・バブ（ニューカッスル大学政治

学部助教授）10月１日～2006年８月31日

ダグラス・デューラム（コロンビア大学東ア

ジア研究センター研究員）４月１日～３月31

日　

②海外からの研究者の来訪・講演

10月19日　Brendan Burchell氏（ケンブ

リッジ大学社会政治学部上級講

師）「雇用不安と雇用の柔軟

性：EU諸国とアメリカの比較」

11月21日　林榮一（イム・ヨンイル）氏

「IMF危機以降の韓国の労働運

動・労働政治」

③見学来所

８月24日　王誠氏（北京外国語大学教授），

李鐘久氏（韓国・聖公会大学教

授）

12月18日　ソク・ファジョン氏（韓国・世

宋大学文学部助教授）

12月19日　タチヤーナ・フィリモーノヴァ

氏（ロシアナショナル図書館付

属プレハーノフ文書館長）

s 国内諸資料保存機関，研究機関などとの交

流

国内の研究機関，図書館，文書館などとの
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交流は，研究所の重要な活動のひとつである。

当研究所が機関として加入しているのは，社

会・労働関係資料センター連絡協議会，経済

資料協議会，日本図書館協会である。

①　社会・労働関係資料センター連絡協議会

（労働資料協）

労働資料協は，全国の労働関係の資料を収

集している図書館・研究所など20余の機関

が，労働関係資料の保全をはかるために設立

したものである。1986年の創立以来，当研究

所が代表幹事，事務局を担当している。本年

度は，10月20日に兵庫県中央労働センター・

ひょうご労働図書館（兵庫県神戸市）におい

て，2005年度総会を開催した（五十嵐仁，早

川征一郎，若杉隆志が出席）。事業としては，

「機関概要」（隔年刊）の刊行，図書・資料の

リユース・相互交換，相互利用，ホームペー

ジの運用，メーリングリストの運用などを行

っている。

②　経済資料協議会（経資協）

経済資料協議会は，全国の経済学関係の研

究機関や図書館などのネットワークで，長年

『経済学研究』『経済学文献季報』の編集刊行

にあたってきた。経済学文献データベースは

2003年度をもって中止されたが，研修・研究

活動を継続している。

①第60回経済資料協議会総会（６月９～10日，

於：東京経済大学）に土屋広康が参加。

③　日本図書館協会

第91回全国図書館大会（水戸市，10月26～

28日）に小川真弓が参加した。

d 職員の研修

上記の研究集会のほか，以下の研修会に参

加。

７月８日　「東京国際ブックフェア」に樋口

有希が参加。

11月30日　「図書館総合展」に樋口有希が参

加

９　広報：メディアに取り上げられた

研究所

①「雑誌法政」2005年８月号　「Campus

View 大原社会問題研究所」（法政大学広

報・広聴課取材）

②ＮＨＫＢＳハイビジョン，10月28日放送

（ほか再放送有り） 「我が財を世のた

めに捧ぐ－倉敷　大原孫三郎の情熱（ふ

るさと発スペシャル）」

③「大学図書館研究」75号（2005年12月）

「デジタル・アーカイブの経験から－法

政大学大原社会問題研究所の場合」（若

杉隆志執筆）

④「赤旗」2006年３月24日　「世界を変え

たドイツの知」展示会開催（日本共産党

文化部取材）

10 人　事

a 専任職員

退　　　職　藤間　義彦

2006年３月31日付

s 兼任研究員

退　　　職　中村　広伸

2005年７月31日付

d ＲＡ

新　　　任　永田　瞬

2005年11月1日付

f 客員研究員

新　　　任　永田　瞬

2005年11月1日付

アンドリュー・ゴードン　2005年４月１日～

2006年３月31日

ジェームス・バブ　2005年10月１日～2006年

８月31日

芹沢　寿良　2005年4月1日～2006年3月31日
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ダグラス・デューラム　2005年4月1日～2006

年3月31日

権　　純元　2005年4月1日～2006年3月31日

山本　補將　2005年10月1日～2006年3月31日

g 嘱託研究員

新　　　任　後藤　浩子　2005年4月1日付

坂本　　博　2006年2月1日付

h スタッフ（2006年3月末現在）

所　　　長　相田　利雄

副　所　長　五十嵐　仁

名誉研究員　二村　一夫　　嶺　　　学

専任研究員　早川征一郎　　五十嵐　仁

鈴木　　玲

兼担研究員　相田　利雄　　上林千恵子

中筋　直哉　　丹羽　郁夫

浜村　　彰　　松波　淳也

森　　廣正　　山本　健兒

兼任研究員　梅田　俊英　　佐伯　哲朗

武内砂由美　　手島　繁一

野村　一夫　　橋本美由紀

松尾　純子　　横関　　至

吉田　健二

Ｒ　　　Ａ　永田　　瞬

客員研究員　アンドリュー・ゴードン

権　　純元

ジェームス・バブ

芹沢　寿良

ダグラス・デューラム

山本　補將

嘱託研究員　秋田　成就　　秋元　　樹

浅野富美枝　　浅見　和彦

東　　喜望　　天岡　秀雄

荒川　章二　　飯田　泰三

石坂　悦男　　伊集院　立

伊藤　周平　　稲上　　毅

今泉裕美子　　内山　哲朗

大串　隆吉　　太田　喜行

大谷禎之介　　大野　節子

大山　　博　　小椋　正立

金子　和夫　　亀田　利光

川上　忠雄　　川口　智彦

川崎　忠文　　木下　武男

金　　元重　　金　　鎔基

櫛田　　豊　　公文　　博

小関　隆志　　後藤　浩子

小林　謙一　　小林　良暢

是枝　　洋　　佐方　信一

坂本　　博　　佐藤　健二

佐藤　博樹　　篠田　　徹

白井　邦彦　　杉村　　宏

鈴木　安名　　須藤　春夫

相馬　保夫　　祖父江利衛

高須　裕彦　　高野　和基

高橋　彦博　　高橋　紘士

高藤　　昭　　武居　秀樹

田中　紘一　　田中　義久

谷口　朗子　　鄭　　章淵

中川　　功　　中澤　秀一

中西　　洋　　長峰登記夫

中村　律子　　南雲　和夫

根岸　秀世　　長谷川義和

原　　伸子　　兵頭　淳史

平井　陽一　　平澤　克彦

平澤　純子　　平塚　真樹

廣田　　明　　舩橋　晴俊

牧野　英二　　町田　隆夫

松井　亮輔　　丸谷　　肇

三宅　明正　　村串仁三郎

森　　隆男　　安江　孝司

山口　道宏　　横田　伸子

吉村　真子　　廉　　東浩

渡辺　悦次

専任職員　藤間　義彦（研究開発センター

（多摩）課長）
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若杉　隆志（主任）

小川　真弓　　土屋　広康

事務嘱託　樋口　有希

臨時職員　岩井　睦子　　小野　磨里

小出　啓子　　坂本ひろ子

定森　孝子　　高橋　芳江

古谷　郁子　　松本　純子

山田美代子
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